














跡見学園女子大学マネジメント学部紀要 第 23 号 （2017 年 1 月 25 日）
女性向け就労支援と職業訓練
―「女性」とは誰か―






る。とりわけ就労している女性における非正規化は顕著である。2016 年 8 月に公表された労働
力調査の詳細集計1では、役員を除く雇用者のうち、正規の職員・従業員は 3,367 万人であった。
一方で、パート・アルバイト、派遣社員、契約社員などの非正規の職員・従業員は 1,989 万人と
なり、前年同期に比べ 36 万人増加し、14 期連続の増加であった。非正規の職員・従業員の割合
は全体の 37.1％で、全雇用者の 3 分の 1 以上を占める。非正規の職員・従業員を男女の割合で
みると、男性 643 万人で約 32％、女性 1,347 万人で約 68％であり、非正規で働く人の７割近く
が女性であることがわかる。
厚生労働省の平成 27年度賃金構造基本統計調査2によると、雇用形態別の賃金は、男女計では、
正社員・正職員は約 321 万円（平均年齢 41.5 歳、勤続年数 12.9 年）、正社員・正職員以外では
約 205 万円（平均年齢 46.8 歳、勤続年数 7.9 年）であった。男女別に賃金の平均をみると、男
性では、正社員・正職員は約 348 万円、正社員・正職員以外は約 229 万円、女性では正社員・正
職員約 259 万円、正社員・正職員以外では 181 万円となっていた。正社員での男女の賃金格差は
89 万円、正社員以外での男女の賃金格差は 48 万円であり、正社員でも正社員以外でも女性は男
性と比較すると賃金が低い。ここで、相対的貧困率3について着目する。2012 年の国民生活基礎
調査における貧困線は 122 万円であり、働いている女性の 7割を占める非正規雇用での年収平均
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れている。総務省の国勢調査によると、25～39 歳における未婚率は男女ともに年々上昇が続い
ている。2010 年の調査結果では、女性の未婚率は、25～29 歳で 60.3％、30～34 歳で 34.5％、
35～39歳で 23.1％（図２）であり、20代後半では約6割、30代後半では約四分の一が未婚であっ










次に、生涯未婚率をみていく。生涯未婚率とは 45～49 歳と 50～54 歳未婚率の平均値で、50 歳
時の未婚率を表すものである。2010 年とその 30 年前の 1980 年と比較すると、男性は 2.6％から
20.1％へ、女性は4.5％から10.6％へ、それぞれ大幅に上昇している（図４）。男性では5人に一人、
女性では10 人に一人が生涯未婚であるとされ、今後も未婚率は上昇すると予想されている。






































































































































概ね 3か月～ 1年 無料（テキスト代等は実費
負担）
学卒者訓練 高等学校卒業者等 1年または 2年 有料


















































跡見学園女子大学マネジメント学部紀要 第 23 号 2017 年 1月 25 日
― 198 ―





























































跡見学園女子大学マネジメント学部紀要 第 23 号 2017 年 1月 25 日
― 200 ―
阿部彩（2015）「貧困率の長期的動向：国民生活基礎調査 1985～2012 を用いて」貧困統計ホームページ
http://www.hinkonstat.net/.（閲覧日：2016 年 10 月 7日）
岩田克彦（2009）「職業能力開発に対する政府関与のあり方 政府関与の理論的根拠、方法と公共職業
訓練の役割」『日本労働研究雑誌』No.583 Special Issue, pp.83-91.
岩田正美（2007）『現代の貧困―ワーキングプア／ホームレス/生活保護』筑摩書房．日本学術会議第一
部，Science Council of Japan，『学術の動向』18（5），47-52．
大沢真理（1993）『企業中心社会を超えて―現代日本を＜ジェンダー＞で読む』時事通信社．
大沢真理（2001）「社会・ジェンダー視点に立った政策評価―社会政策の比較ジェンダー分析の立場から―」

































バー・トレンド 2016 年 6 月号』労働政策研究・研修機構，2-5．
山見豊（2015）「我が国の公共職業訓練の現状について―国民的職業能力形成システム構築をめざして―」
『産業教育学研究』第 45 巻第 1号，9-10．
湯浅誠（2008）『反貧困―「すべり台社会」からの脱出』岩波新書．
注
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は、次の分類による。（1）高齢者世帯（65 歳以上の者のみで構成するか、又はこれに 18 歳未満の未
婚の者が加わった世帯）、（2）母子世帯（死別・離別・その他の理由（未婚の場合を含む。）で、現に
配偶者のいない 65 歳未満の女（配偶者が長期間生死不明の場合を含む。）と 20 歳未満のその子（養子
を含む。）のみで構成している世帯）。（3）父子世帯（死別・離別・その他の理由（未婚の場合も含む。）
で、現に配偶者のいない 65 歳未満の男（配偶者が長期間生死不明の場合を含む。）と 20 歳未満のその
子（養子を含む。）のみで構成している世帯）。（4）その他の世帯。http://www.mhlw.go.jp/toukei/
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa03/yougo.html.（閲覧日：2016 年 10 月 8 日）
５ 厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000036h01-att/2r98520000037cpg.pdf.（閲
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の実習訓練と教育訓練機関での座学（企業における実習訓練に関連した内容）を並行的に実施するこ
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